
実績
（　）

4
現状値

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

成果指標
の説明

2024
(R６)

目標値

成果指標

3

情報公開･個人情報保護

〇情報公開・個人情報保護推進経費

情報公開条例に基づく情報公開制度
の適正な運用を図ります。
個人情報保護条例に基づく個人情報
保護制度の適正な運用を図ります。

実績
（件）

成果指標
の説明

情報公開制度及び個人情報保護制度の適正な運用に係
る取組みの成果を測るための指標。情報公開・個人情報
保護審査会に諮問した審査案件について行政処分が妥
当でないと判断された件数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

0 1

成果指標
情報公開・個人情報保護審査会で妥当でないと判断され
た件数

0

広報活動

〇広報作成等業務経費
〇行政情報番組等制作及び放送経費
〇ホームページ管理経費
〇ケーブルテレビ維持管理等負担軽減経費

広報紙・行政情報番組・文字放送・
ホームページ・SNSなどの多様な広報
メディアやさまざまな手法により、市政
情報や市の魅力などを効果的に市内
外に発信します。

実績
（件）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

3,878,604 6,945,933 4,200,000

1

広聴機能

〇ホームページ管理経費
・参声広場の運用を見直した。
・新たな広聴機能としてeモニター制度を導入
した。

現在運用中の広聴手法を活用しなが
ら、ホームページのお問い合わせ機
能の見直しや登録モニターによる電
子アンケートなど新たな広聴手法を研
究し、市民がより一層市政に参加でき
る機会の創出を図り、市政に市民の
声を反映します。

実績
（件）

成果指標
の説明

市民がより一層市政に参加できる機会の創出を図る取組
みの成果を測るための指標。市ホームページを通して寄
せられた意見件数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

769 956

7-1
理解と共感につながる市政情報の共有化

広聴広報

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 総務部

成果指標 市ホームページで寄せられた意見件数

成果指標
の説明

市政情報の効果的な情報発信等に係る取組の成果を測
るための指標。市公式ホームページの各ページへのアク
セス総数

成果指標 市ホームページ アクセス数

900

ます。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

2
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4

3

効果が出て
いる点

新規採用職員、職担当職員、新たに昇格した管理職を対象とした情報
公開・個人情報保護研修会を開催することにより、情報公開や個人情
報に対する意識の浸透が図れている。また、金額入り工事設計書など
情報公開制度の手続きによらず公開できる情報をホームページに掲載
することで、市民サービスの向上を図った。 ・研修により職員のスキルアップを図る。

・情報公開・保有個人情報開示請求事務処
理マニュアルを作成し、周知を図る。

計画どおり進めて
いる

課題
情報公開により求める内容が多様化しており、情報公開及び個人情報
開示請求の公開・開示決定に際し、高度な判断を要する事案が増えて
いる。

2

効果が出て
いる点

広報紙の記事に2.次元コードを掲載しホームページの詳細な記事に誘
導するほか、行政情報番組をYouTubeで動画配信するなど、メディア
ミックスに取り組み、市民の応報取得の多様化に対応した。ホームペー
ジは「やさしい日本語」表示機能や多言語翻訳にAI機能を取り入れるな
ど、ウェブアクセシビリティの向上を図った。

・「伝える広報から伝わる広報」を推進するた
め、内容や手法を継続的に見直す。
・多様な広報媒体を使ったメディアミックスや
クロスメディアにより情報を発信する。
・ＳＮＳ等を活用し、ターゲットに合わせた情
報発信に努める。

計画どおり進めて
いる

課題
広報アンケートの結果を検証し、市民のニーズあった効果的な情報発
信に取り組んでいく必要がある。

1

効果が出て
いる点

新たな広聴機能として、eモニター制度を導入することで、市民の意識
傾向を迅速に把握し、事業の課題やあり方が検討することが可能と
なった。また、市ホームページの広聴機能である「参声広場」の運用を
見直し、市政に市民の声をより反映できるよう広聴機能の充実を図っ
た。

・「市への提案・提言」やeモニター制度など広
聴機能の周知とともに制度の適切な運用を
図る。
・ｅモニター制度を活⽤し、市政に関するアン
ケートの実施やパブリックコメントを募集す
る。

計画どおり進めて
いる

課題

・広聴機能の充実を図り、市民の市政参画を更に促進する必要があ
る。
・ＨＰからの広聴機能（市への提案・提言）やeモニター制度などの認知
度が低い。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

満足度(R3)

54.0%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

35.2%
平均(R3)

43.7%

参画度（R３）

傾
向

・満足度は昨年度より2.8ポイント上昇しており、多様な広報媒体に
より市政情報の共有化が図られたと考えられる。
・参画度は昨年度より6.9ポイント下降しており、年代が低いほど参
画が少ない傾向にある。

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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目標値
(単年)

11.4 10.5
概ね９％を超

えないこと

成果指標 複合化で機能移転した施設数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

8.1 10.1 12.6

成果指標
の説明

実績
（か所）

異なる公共施設の機能（サービス）を集約・複合化すること
で、削減した公共施設数の累計

2 8 22

実績
（　）

4
現状値

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

成果指標
の説明

2024
(R６)

目標値

成果指標

3

税収確保と債権管理 ○住民税賦課事務経費
・未申告者に対する文書催告及び臨戸調査の実施
○固定資産税賦課事務経費
・未評価家屋の調査・課税、法人税申告対象リスト
による償却資産課税対象調査の実施
〇滞納債権回収対策費
・現年度課税の徴収率向上に向けて、事務担当の
配置、預貯金電子照会システム、SMS催告などの
試験導入実施
・介護保険料、後期高齢者医療保険料滞納整理シ
ステムの機能強化、債権管理条例の一部改正な
ど、各種債権の効率的な処理体制、処理基準の整
備の推進

市民税・固定資産税ともに実地調査
などで課税客体を的確に把握するこ
とにより、法令を遵守した市民の税負
担の公平性を高めます。
市税収納率の向上に向け、納付環境
の充実に努めるとともに、あらゆる収
納対策を講じ、納期内納付の推進及
び市税の滞納額の縮減に取り組みま
す。
各種市債権について、効率的な処理
体制の構築、処理基準の整備を行
い、適切な管理を進めます。

実績
（億円）

成果指標
の説明

納付期限を過ぎた債権（滞納）で、翌年度に繰り越した額

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

21.9 20.4

成果指標 滞納繰越債権額

17

7-2
健全な財政運営

財政運営

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 財務部

2

公有財産の有効活用 〇普通財産管理及び取得事業
・ファシリティマネジメント推進会議の開催及
び、第Ⅱ期実行計画の進捗管理の実施
・市有財産の公募売却などの実施
〇庁舎維持管理経費
・庁舎関連各種維持管理業務の一括発注に
努めた。

公共施設最適化計画に基づく実行計
画を遂行し、施設の最適な配置と管
理運営に努めるとともに、公有資産に
ついては、将来の必要性を十分に見
極めた上で、普通財産の売却処分
や、貸付による有効利用を推進しま
す。

1

持続可能な財政運営 〇財政管理経費
・一般財源を有効に活用するため、予算編成
及び執行過程において、選択と集中を重視し
た事務の執行に努めた。
・プライマリーバランスを堅持しつつ有利な財
源を活用し、将来負担の縮減に努めた。
〇病院事業（病院事業補助及び負担金）
〇上水道事業（水道事業補助及び出資金）
〇浄化槽事業（浄化槽事業補助）
〇農業集落排水事業（農業集落排水事業補
助及び負担金）
〇公共下水道事業（公共下水道事業補助及
び負担金）

一般財源の規模に見合う適正な歳出
規模を堅持し、簡素で効率的な財政
運営をめざして、維持管理経費などの
縮減や、市債発行の抑制に配慮した
予算編成に努めるなど、財政運営の
改革に取り組みます。

の財政状況を分かりやすく、多様な手段で市民への情報提供に努めます。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

成果指標
の説明

実績
（万㎡）

成果指標 実質公債費比率

地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公
共団体の財政規模に対する割合で表したもの。

成果指標 将来負担比率
一般会計等が将来負担すべき実質的な負債から、充当可能な財源を控除し
た将来負担見込額の標準財政規模に対する比率で、将来財政を圧迫する可
能性の度合いを表す指標。

成果指標 公共施設縮減面積

公共施設の用途を廃止した建物の床面積の合計

実績
（％）

実績
（％）

成果指標
の説明

現状値

成果指標
の説明

77.2 68.7
50％台後

半

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)
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4

3

効果が出て
いる点

・催告から臨戸調査を行うことにより、課税につながった。
・令和３年度現年徴収率が昨年度と比較し、全ての月で向上している。
・試験的にSMS催告や電話催告を実施し、従前の催告より反応が良く
完納に結びついているケースが増加した。
・債権管理課では、私債権等での法的手続きを駆使した事務が定着し
た。

・コロナ禍の状況を把握しつつ、調査対象を拡大し、
課税件数の増嵩に努める。
・一部の債権を一元化したことにより、専門的な対
応や重複事務の減少、移管手続遅延による事務の
停滞を抑制する。
・現年度滞納整理の強化としてSMS催告や預貯金
電子照会、クレジット決済など新たな滞納整理手法
を推進する。
・過年度滞納整理においては、高額案件を中心に
進め、件数が多い少額滞納案件は効果的な滞納整
理を推進する。
・収税課及び関係課の役割分担の明確化や協働体
制の構築、庁内会議、職員研修などにより、債権額
減少に取り組む。

計画通り進めてい
る

課題

・コロナ禍により、新規または確実な課税対象者に絞って臨戸調査を
行ったため、前年度と比べ調査件数が減少した。
・電話催告等常に新たな手法を考え、納期内納付者を増やし現年度収
納率を向上させる。
・所管課によって取組の差があり移管手続きが進まないことや、人的制
限により法的回収手段を継続していくことが難しい。

計画通り進めてい
る

課題

・公募売却で買い手が付かず、随意売却することとなった建物付きの物
件については、建物価格の減価を反映すべく再鑑定の必要がある。

1

効果が出て
いる点

・市債のプライマリーバランス堅持に努め、健全な財政運営に向けて実
質公債比率、将来負担比率が平成30年以降縮減できている。

・今後、大型事業が見込まれることから、予
定されている市全体の投資的事業の把握を
行い、事業の優先度による市債発行の抑制
や事務事業の見直しなどによる経費の縮減
に努める必要がある。
・投資的事業の実施に際しては、補助金、起
債等有利な財源確保に努める。 計画通り進めてい

る

課題

・令和５年度から６年度にかけて、現在進行している「にぎわい忍者回
廊整備に関するＰＦＩ事業」、「伊賀市新斎苑整備運営事業ＰＦＩ事業」な
どの大型事業があることから、一時的に起債が増嵩する可能性を見込
んでいる。
・人事制度の退職延長制度や会計年度任用職員の増加など人件費等
の増嵩が見込まれ、一般財源の適正な規模堅持が課題になること懸念
される。

2

効果が出て
いる点

・令和２年度から利活用可能な物件をホームページに公開したことで、
実際の売却につながる機会が増加した。
・旧上野ふれあいプラザのプロポーザル方式による売却や市有財産４
筆の公募売却などを実施し、1億8,468万円の売却収入を得た。
・消防設備等、自動扉、エレベーター保守点検業務委託、支所機械警
備を一括発注することで、個別発注時と比較し5,617万円の経費削減効
果があった。

・廃校など売却、貸付するまでの行程的な負
担が大きい物件が多いが、資産経営課を中
心とし庁内一丸となったプロジェクトチームに
より、スピード感をもって遊休資産の効果的
な処分へつなげる。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

満足度(R3)

39.3%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

45.9%
平均(R3)

43.7%

参画度（R３）

傾
向

・満足度、参画度ともにやや低い。
・４０歳以上４９歳以下の満足度が低い。
・６０歳以上６９歳以下の参画度が低い。

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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実績
（　）

4
現状値

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

成果指標
の説明

2024
(R６)

目標値

成果指標

3

行政組織（機構）の見直し

〇行政組織（機構）
・「地域行政と支所のあり方検討部会」と「組
織改善委員会」による組織の見直しの検討

市の政策・施策を効率的に進めること
ができるよう、定期的に組織改善委員
会において組織の見直しを行います。

実績
（％）

成果指標
の説明

組織改善委員会への改善提案のうち、委員会で有効と判
断された割合

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

66.6 －

成果指標 有効改善提案の割合

33.3

職場環境の整備

〇職員福利厚生経費
・職員の健康管理、メンタルヘルス対策等の
職場の環境改善の推進

職員が心身の健康を保つため、健康
診断やストレスチェック等を継続して
実施し、健康診断にて要所見の者に
は２次検診の勧奨を、メンタル不調を
起こしている者にはこころの健康相談
室の利用を促します。
また、長時間労働の是正を進めるとと
もに、在宅勤務等柔軟な勤務体制に
ついての効果や課題を検証し、職員
個々のライフステージに応じた多様な
働き方の実現に資する制度やしくみ
の整備を進めます。

実績
（％）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

85.5 89.2 90.0

1

人事制度の運用と人材育成

〇人事管理一般経費
・人事制度の運用導入に係る検討と実施
〇人権・同和研修経費
・人権・同和問題研修方針に基づく研修の実
施及び方針の見直し

採用、人事評価、昇格試験、複線型
人事、職員研修、給与など、さまざま
な人事制度の検証・構築・運用を実施
することで、時代の変化や住民ニーズ
に柔軟に対応できる職員を育成しま
す。

実績
（％）

成果指標
の説明

年度末に実施する人事評価における得点が、標準得点（６
０点）を上回る職員の割合（管理職・一般職の合算）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

78.4 83.7

7-3
市民の期待に応えられる組織・人づくり

組織・人事

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 総務部

成果指標 人事評価で標準得点を上回る職員割合

成果指標
の説明

12月に実施するストレスチェックを受検した職員の割合

成果指標 ストレスチェックの受検職員割合
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基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）
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4

3

効果が出て
いる点

住民自治を推進するため支所業務を見直すとともに、６つの支所を統
括する地域連携部を設置した。また、行政事務の効率化と意思決定の
迅速化を図るため、事務分掌を見直した。

・組織改善委員会において組織の検証と見
直しを行う。

計画通り進めてい
る

課題
複雑化する行政課題に対応できるよう常に所掌事務等をチェックし、組
織が有効に機能しているか確認する必要がある。

2

効果が出て
いる点

メンタルヘルスに係る研修の開催やストレスチェックの受験促進と丁寧
な案内などにより、ストレスチェックの受験率が向上した。 ・ストレスチェックの受験率を向上させる。

・メンタル不調を予防するため、相談体制の
充実を図る。
・時間外勤務の総量の削減に向けた分析や
事務改善に向けた助言を行う。

計画通り進めてい
る

課題
・時間外勤務の上限を超えている勤務状況が依然として見られる
・メンタル面での不調を抱える職員が多い。

1

効果が出て
いる点

令和３年度の職員採用試験からSPI（総合適性検査）やテストセンター
方式を導入したため、全国から受験があった。人事管理の面では、管
理職等の占める割合の是正に向け、人事制度検討委員会で協議を重
ね、昇任試験以前に副参事や主幹、係長級に昇任した者の認定試験を
実施した。また、改訂時期を迎えていた「人権・同和問題研修指針」を計
画通りに改訂し、次年度以降の研修につなぐことができた。

・採用候補者とオンラインを活用した交流会を
開催するなど、コミュニケーション機会を増や
し、採用辞退の防止を図る。
・国家公務員の定年引き上げに向けた取組
指針を基に、本市の各種制度の具体的な方
針を策定する。
・人事評価制度の精度向上のため、人事制
度検討委員会での協議をはじめ、継続的に
改善を図っていく。

計画通り進めてい
る

課題

・職員採用試験には全国から受験があったが、面接や採用で辞退者が
多かった。
・令和5年度からの定年引き上げに伴い各種制度に係る本市の方針を
決定する必要がある。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

満足度(R3)

39.3%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

37.1%
平均(R3)

43.7%

参画度（R３）

傾
向

・昨年度に比べ満足度は1.2ポイント、参画度は4.6ポイント上昇して
いるが、施策全体の中では依然として低い値となっている。

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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4

実績
（　）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

3

実績
（　）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

2

広域連携

調査企画事務経費
・三重県、名張市との連携
・伊賀市・甲賀市・亀山市広域（いこか）連携

伊賀地域の政策課題に対応するた
め、三重県伊賀地域防災総合事務
所、名張市、伊賀市で定期的に情報
共有を行います。また、地域の活性
化、職員間の交流を目的に３機関の
若手職員による共同研究を実施しま
す。各自治体に共通する政策課題等
に対応するため、県境を越えて連携し
設置している「伊賀市・甲賀市・亀山
市広域連携推進会議」では、具体的
な連携事業の実施など、取り組みを
深化させるため、各自治体と連携・調
整を進めます。

実績
（％）

成果指標
の説明

三重県伊賀地域防災総合事務所、名張市、伊賀市の若手
職員で実施する共同研究のアンケートにおいて、総合的に
みて「満足」又は「どちらかといえば満足」と答えた参加者
の割合（累計）

共同研究参加者の満足度成果指標

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

100 100 100

1

定住自立圏

定住自立圏推進事業
・第２期共生ビジョンの推進

伊賀市を中心市とした定住自立圏の
推進については、圏域全体における
人口ダムの形成を推進するため、京
都府笠置町、南山城村、奈良県山添
村と締結した定住自立圏形成協定に
基づく「伊賀・山城南・東大和定住自
立圏共生ビジョン」により、連携・協働
して各種施策に取り組みます。

実績
（人）

圏域自治体の人口成果指標

96,439 94,976 91,038

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

成果指標
の説明

伊賀市・笠置町・南山城村・山添村の年度末人口（住民基
本台帳）。

目標値
(単年)

人口流出による地方圏の人口減少を早急に食い止めるため、国の制度等を活用しつつ、府県境にとらわれず近隣自治体との
連携を促進します。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

7-4
圏域全体の活性化につながる広域的な連携

広域連携

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 企画振興部
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4

3

2

効果が出て
いる点

・三重県、名張市との連携
　定期的な情報交換の場を持つことで地域課題を共有できている。
　2020年度より実施している若手職員による共同研究を通じて、各自治
体の職員の知見が広がり、交流が深まるとともに、その成果を各自治
体間で共有できている。
・いこか連携
　同規模の近隣自治体間連携のため、共通する地域課題が多い。

・三重県、名張市との連携
　研究自体はメンバー主体で進めるつつ、各
自治体担当者が適宜サポートに入る体制を
構築する。

・いこか連携
　今後の連携のあり方についても自治体間で
柔軟に見直し検討を行う。

計画通り進めてい
る

課題

・三重県、名張市との連携
　他の研修プログラムに比べると参加する職員の負担が大きい。
・いこか連携
　コロナ禍により適宜、推進体制等は見直してきたが、具体的な連携事
業は実施を見送っている状況である。

1

効果が出て
いる点

　京都府南山城村、笠置町との形成によりスタートした当圏域は、その
後、2020年に奈良県山添村が参画するなど圏域拡大を図ってきた。
　コロナ禍にあっても圏域証の発行やロゴマークの作成、さらには第2期
ビジョンの策定（2022年3月）などを通じ、圏域の一体感が醸成されてき
ている。

・新しいビジョンに基づく進行管理
　推進協議会、ビジョン懇談会を開催する。
　事業シートを公開する。

・圏域住民間の交流促進
　SNS等を活用して若者世代の交流を進め
る。

・圏域内外に向けた情報発信、働きかけ
　公式ロゴマークを活用して圏域をＰＲする。
　ＹｏｕＴｕｂｅ等を活用して情報発信を行う。

計画通り進めてい
る

課題

　圏域人口の減少率が大きい。
　圏域の一体感の醸成を図るべく、自治体間の連携とともに、住民間の
交流をさらに深める必要がある。
　圏域内外への働きかけや、更なる情報発信が必要である。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果

傾
向

・満足度、参画度ともに他の施策と比べると低い。
・29歳以下の満足度が高く、70歳以上の参画度が高い。

満足度（R３)

参画度（R３）

満足度(R3)

50.4%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

40.4%
平均(R3)

43.7%
0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

7 7 40

実績
（　）

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

2

○行財政改革推進費
・行政経営アドバイザーの登用、事務事業評
価審査委員会の条例整備を行い「伊賀流事
務事業レビュー」の体制を構築した。
・12所属の16事務事業について「事務事業レ
ビュー」を試行実施した。
・事務事業レビューの下地づくりの年として、
課の中堅職員を対象とした研修（Ⅱ部構成、
延べ8回、212名参加）のほか、「事務事業レ
ビュー」を試行実施（16事業）した。
・民間事業者との連携協定に基づき民間複
業人材３名を登用し、民間人材の知識経験を
生かしたDX事業・広報事業の取り組みを図っ
た。

実績
（　）

費用対効果を踏まえた上で、AIやRPAといった未
来技術を活用した自治体の「デジタルトランス
フォーメーション（DX）」を推進するとともに、既に取
り組んできた「民間活力の導入」に加え、サウン
ディング型市場調査や民間提案制度などさまざま
な取り組みを積極的に採用し、従来の手法や発想
にとらわれない民間事業者との「公民連携」の推
進により、持続可能で良質な市民サービスの提供
と、公的負担の軽減を図ります。また、BPR の手
法を活用した業務フローの見直し等により、さらな
る業務の効率化、改善等を図り、「新たな日常」へ
の対応を推進します。さらに、公共サービスでの受
益に対する負担のあり方を分析・検討し、受益者
負担の適正化を図ります。

2024
(R６)

2024
(R６)

─

成果指標 計画期間に改善を図った事務事業の件数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

3

目標値
(累計)

成果指標

成果指標
の説明

目標値

業務改善

成果指標
の説明

事務事業評価シートの結果欄（新設）で、改善、縮小、統
合、廃止、民間委託、民間活力導入とした件数（累計）

0 150
実績
（件）

7-5 デジタル技術の活用による市民サービスの向上と
効率的な行政運営の実現デジタル自治

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 デジタル自治推進局

1

デジタルトランスフォーメーション ○スマート自治体推進事業
・伊賀市デジタルトランスフォーメーション実
行計画（アクションプラン）を策定し、今後展開
すべき20の具体的施策を定め、庁内職員へ
の周知はじめ市民への広報を行った。
・職員（推進委員97人）を対象に事業計画推
進に不可欠なデザイン思考などの研修（５回）
を実施するとともに、計画推進体制の構築
（整備）を図った。
・コロナ禍に対応した会議運営ができるよう、
部局長用タブレットを導入を行った。（R4年
度、ペーパーレス議会にも活用）
・特定個人情報保護にかかる事務見直しを図
り、セキュリティの強化に努めた。

デジタルトランスフォーメーション基本方針に基づき、市
行政が行う各種行政サービスについて、デジタル技術
やデータを活用し、市役所に行かなくても手続きができ
るオンラインサービスの拡充やデジタル機器に不慣れな
人でも操作が容易にできるようにするなど、誰一人取り
残さない、人に優しいデジタル化により市民サービスの
向上を図ります。「新しい生活様式」の確立に資するデ
ジタル社会の実現に向け、環境整備やそれを支える人
材の育成、啓発に努めるなど、市全体のデジタル化に
向けた取り組みを進めます。また、高度・複雑化する情
報社会に対応するとともに、市民の情報を守り市民が抱
くデジタル利用の不安を低減するため、情報セキュリ
ティポリシーの見直しや職員に対する情報セキュリティ
研修の実施など情報セキュリティ対策に取り組みます。

実績
（件）

成果指標
の説明

成果指標 オンラインで申請可能な行政手続の数

①マイナポータルからマイナンバーカードを用いる手続　31件②地方公共団
体が優先的にオンライン化を推進すべき手続
47件　合計　78件
 上記のうち、現在、オンライン申請可能な件数は7件
目標値は約半数の40件

サービスの向上と業務の効率化を推進します。

を推進します。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

現状値
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2

効果が出て
いる点

・「伊賀流事務事業レビュー」の市民も交えた事務実施体制ができた。
・行政主導の公民連携から脱し、民間事業者を行政運営のパートナー
として取り組む公民共創に向けた内部機運が高まった。

　今までの行財政改革は、財政負担縮減に
焦点をあてた庁内改革を中心としてきた。
　しかし、行政経営改革は、コストだけではな
く、経営の対象顧客である市民の福祉増進を
ベースに据え、行政経営資源（ヒト・モノ・カ
ネ）の効果的・効率的な活用という観点に加
え、各所属でのDX視点を加えたBPR（ビジネ
ス・プロセス・リエンジニアリング）、公民共創
も含めて総合的、戦略的に進める必要があ
る。
　そのため、行政総合マネジメントシステムの
効果的活用など経営改革に向けた指針の策
定が必要と考えている。

まだ端緒についた
ばかりである。

課題

・「レビュー」事務はゴールでなく、レビューで評価された「改善」（縮小、
廃止を含む）の実行を担保する体制の強化が必要である。
・社会の変革期に対応した総合的行政経営改革の実施に向けた取り組
み方法を検討する必要がある。
・公民共創は、民間との癒着とも取られかねない側面を有していること
から、透明性の確保に向けた対策が必要である。

1

効果が出て
いる点

・DX推進の指針となるアクションプランができ、伊賀市DX推進本部の推
進体制が構築され、R４年度以降の事業展開の礎ができた。
・各所属に配置したDX推進委員の研修により、職員間に一定、DX推進
に向けた機運が醸成された。

・全庁横断的に取り組みを進めるため、DX推進本
部内に「行政手続きオンライン化部会」や「遠隔窓口
導入部会」などの具体的事務を担う実行部会に加
え、各DX事業の推進調整を図る「デジタル施策調
整部会」の設置も検討を要する。

・外部から「DX戦略アドバイザー」を委嘱し、デザイ
ン思考に基づくシステム設計等について知見の活
用を図ると共に、各部会員（職員）の意識醸成を図
る必要がある。

・具体的事務事業の実装（市民へのサービス提供）
を通じて、市民にもDX改革の機運を届けたい。

ほぼ計画どおり進
めている。

課題

・令和４年度からは、複数のDX事業の取り組みが予想されるため、「DX
推進は我が事」との職員意識を醸成し、庁内DX事業に部局横断的に取
り組む協力体制の強化を進める必要がある。
・まだまだ内部的で、市民に行政のDX改革が理解されているとは言い
難い。
・DX事業推進に伴い増加する情報システムの運営管理を増強する必
要がある。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案

4

3

取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

傾
向

・満足度、参画度ともに低い。⇒「市民の関心がまだ低い」
・４０歳以上４９歳以下の満足度が低い。⇒年代ニーズの行政手続
きのオンライン化がまだできていないのが理由か？
・３０歳以上３９歳以下の参加度が高い。⇒年代ニーズの子育て行
政手続き等が一部オンライン化できているのが理由か？

満足度(R3)

42.1%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

38.5%
平均(R3)

43.7%
0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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